
事務事業評価表
１．基本情報

06010101 事務事業名 市政功労者表彰事務
担当部 総務部

担当課 秘書広報課

06 政策名 06 共生・協働のまちづくり グループ 秘書グループ

### 施策名 01 市民参加によるまちづくりの推進 電話番号 45-5111

### 基本事業名 01 まちづくりに関する意識の醸成 内線番号 1211

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ H19 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 01 一般管理費 根拠法令・条例等 霧島市民表彰に関する規則

事務の区分 自治事務（法令で義務付けられていない事務） 関連計画

事務種別 一般事務 裁量区分 裁量性 強 評価区分 標準評価 評価対象 １次評価

単位
（実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

表彰式開催回数 回 1 1 1 1 1

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象 ③ 対象指標
単位

　（誰、何を対象にしているのか） 　（左記②対象の大きさを表す指標） （実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

市政功労者 対象者数 人・団体 88 147 118 100 100

 ④ 意図 ⑤ 成果指標
単位

　（②対象をどうしたいのか） 　（左記④意図の達成度を表す指標） （実績） （実績） （実績） （目標） （目標）

表彰される 人・団体 566 713 831 931 1,031

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図 ⑦ 基本事業の成果指標
単位

　（さらにどのような成果に結びつくのか） 　（左記⑥意図の達成度を表す指標） （実績） （実績） （実績） （目標） （目標）

まちづくり活動に関心を持つ まちづくり活動に参加している市民の割合 ％ 51 54 56 未定 未定

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0

一般財源 千円 638 451 490 490

千円 0 638 451 490 490

正規職員 人

臨時職員 人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 638 451 490 490

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成 25年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　本市の行政、教育、文化、産業、経済、社会事業及びその他の公益の事業に関して、著しい功績のあったものを１１月７日の市制施行日に表彰し
、その功績を讃える。そのことにより、市民へのまちづくりの意識の醸成をはかる。
　業務手順（対象者選考、案内関係事務、表彰状等作成、会場準備、本番）

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア のべ被表彰者数（平成19年度からの合計）

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（決算) （決算) （決算) （計画) （計画)

合併前に各市町で行なわれていた表彰を新た
に霧島市として継承する方法を検討し、平成１９
年度に規則を制定して実施している。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

事業費（A）

人
件
費 概算人件費(B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成25年度の実績及び成果

（１）平成25年度の実績（取組） （２）平成25年度の成果

功績部門（0名）、永年勤続部門（35名）、成績優秀部門（76名）、特別表
彰（3名）、感謝状（4名）　計118名

　本市の市制施行日を記念し、さまざまな分野から功績のあった市民を
表彰することにより、市民一体となった意識の向上が図られた。



06010101 市政功労者表彰事務
総務部

秘書広報課

理　由

① この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

■ 結びついている

☐ 間接的に結びついている

☐ 結びついていない

②

■ 妥当である

☐ 見直す必要がある　

③  成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

☐ 向上する余地はかなりある

☐ 向上する余地はある程度ある

■ 向上する余地はほとんどない

④ 廃止・休止の影響はありませんか？
市民に市政への関心が薄れ、連帯感を弱めることになる。

■ 影響がある

☐ 影響がほとんどない

⑤

■ 類似の事業はない

☐ 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

☐ 類似の事業があり、統合又は連携できる

⑥

■ 削減できない

☐ 削減できる

⑦

■ 削減できない

☐ 削減できる

⑧

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ＞（組織決定） ≫

継続 やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合 休止 廃止

○

８．２次評価結果　（担当部長評価）

継続 やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合 休止 廃止

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振り返り　＜SEE＞

Ａ
目
的
妥
当
性

市政功労者を表彰することにより、市政の発展や公益の増進に結び
ついている。

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

市政の発展に功労にあった方々を表彰することは、市の責務であり
妥当である。

B

有
効
性

公平性を保つために基準を設けていることからも、被表彰者の数を
意図的に増やすことは適当でないと考え、向上余地はないものと考
える。

類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務
事業はありませんか？（市以外の主体が実施するものを含む。）

類似事業がある場
合の事務事業名等

C

効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

被表彰者への賞状・額縁・袋・記念品などの必要最小限の費用の
みであり、削減は困難である。

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減で
きませんか？
・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

現在の業務時間については、最小限の時間で対応できているので
、削減は困難である。

D

公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？また、受益
者負担の公平性が確保されていますか？

基準を設けることで公平性を確保している。
市が表彰するものであり、受益者負担を求めるものではない。

【参考】前年度の改革改善の方向性≪

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成26年度の改
革改善の内容

本表彰はまちづくりに対して市民への意識啓発につなげるものであるので、表彰対象者の漏れがないようにする必要がある
。今年度も各関係機関に広く情報提供を求め、受賞対象者の把握に努める。

（３）平成27年度の方
向性・取組目標

平成27年度は市制施行10周年であるため、記念事業との融合を図り、10周年の節目にふさわしい各部門での新たな功労
者の発掘を進める。

（１）事務事業の改革
改善方向性



06010101 市政功労者表彰事務
担当部 総務部

担当課 秘書広報課

９．コストの推移

（単位：千円）

1

2

3

4

7

8 323 363 363

9

10

11 116 121 121

96 95 95

20 26 26

12 4 6 6

4 6 6

13

14 使用料及び賃借料 8

15

16

17 公有財産購入費

18

19 負担金補助及び交付金

20

21

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子及び割引料

24 投資及び出資金

25

26

27

28

451 490 490

0 0

0 0

0 0

0 0

451 490 490

計 451 490 490

補助率
国

県

特定財源内訳

当初予算 499 区分 名称 金額

補正予算 0

補正回数　１　回

補正回数　２　回

補正回数　３　回

補正回数　４　回

補正回数　５　回

補正回数　６　回

補正回数　７　回

補正回数　８　回

流用・充用 9

予算合計 508 合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成25年度　（決算） 平成26年度　（当初予算） 平成27年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 料 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

扶 助 費

貸 付 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

補 助 基 本 額

平成25年度補正・流用状況



事務事業評価表
１．基本情報

07030102 事務事業名 ラジオ広報事業
担当部 総務部

担当課 秘書広報課

07 政策名 07 新たな行政経営によるまちづくり グループ 広報広聴グループ

### 施策名 03 市民と行政による情報の相互活用 電話番号 64-0955

### 基本事業名 01 行政情報の共有 内線番号 1611

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ H 17 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 05 広報広聴費 根拠法令・条例等 なし

事務の区分 自治事務（法令で義務付けられていない事務） 関連計画

事務種別 一般事務 裁量区分 裁量性 強 評価区分 標準評価 評価対象 １次評価

単位
（実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

ＭＢＣラジオ 回 53 52 52 52 52

ＦＭきりしま 回 *** *** 195 262 262

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象 ③ 対象指標
単位

　（誰、何を対象にしているのか） 　（左記②対象の大きさを表す指標） （実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

県民 人口（県人口動態調査） 人 1,698,659 1,689,511 1,680,319 *** ***

市民 人口 人 127,365 127,475 127,283 128,861 129,360

 ④ 意図 ⑤ 成果指標
単位

　（②対象をどうしたいのか） 　（左記④意図の達成度を表す指標） （実績） （実績） （実績） （目標） （目標）

市の情報を知ってもらう 放送回数（ＭＢＣラジオ） 回 53 52 52 52 52

放送回数（ＦＭきりしま） 回 *** *** 195 262 262

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図 ⑦ 基本事業の成果指標
単位

　（さらにどのような成果に結びつくのか） 　（左記⑥意図の達成度を表す指標） （実績） （実績） （実績） （目標） （目標）

行政の活動内容が明らかになる 市民に必要な情報提供がなされると思う市民の割合 ％ 62.6 63.5 65.1 67.5 69.5

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0

一般財源 千円 2,027 4,389 5,085 4,012

千円 0 2,027 4,389 5,085 4,012

正規職員 人

臨時職員 人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 2,027 4,389 5,085 4,012

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成 25年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　MBCラジオ・ＦＭきりしまと契約し、市政情報をはじめ、観光情報やイベント情報などを放送する。
　◎ＭＢＣラジオ（放送日：毎週土曜日　午前９時から５分間）
　　　・秘書広報課で放送原稿を作成→ＭＢＣにメールで送信→ＭＢＣで編集して放送
　◎ＦＭきりしま（平成２５年７月開局）
　　　・放送日は毎週月曜日～金曜日、朝８時から１０分間、夕方５時半から１０分間（番組名：知っ得情報！ クロスきりしま）
　　　・１０分間のうち、３分半は情報を発信したい担当課の職員や関係者がスタジオに出向き、パーソナリティーとの対談形式で収録。
　　　　残りの時間は、市の広報誌に掲載してあるお知らせ情報を放送。
　　　・イベントの中止情報、台風接近に伴う情報等を随時放送したり、緊急時はＦＭきりしまとの協定により市が直接割り込み放送を行うことが可能。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（決算) （決算) （決算) （計画) （計画)

平成２５年７月にＦＭきりしまが開局した。
＊スマートフォンのアプリにより、世界中で聞くこ
とが出来る。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

事業費（A）

人
件
費 概算人件費(B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成25年度の実績及び成果

（１）平成25年度の実績（取組） （２）平成25年度の成果

平成２５年７月のＦＭきりしま開局に伴い、市政情報を発信する手段とし
てＦＭきりしまでの放送を開始した。

ＦＭきりしまへの放送委託により、市民向けの情報発信が格段に向上した
。



07030102 ラジオ広報事業
総務部

秘書広報課

理　由

① この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

■ 結びついている

☐ 間接的に結びついている

☐ 結びついていない

②
行政情報を中心とした市の情報提供であるため、妥当である。

■ 妥当である

☐ 見直す必要がある　

③  成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

☐ 向上する余地はかなりある

☐ 向上する余地はある程度ある

■ 向上する余地はほとんどない

④ 廃止・休止の影響はありませんか？

■ 影響がある

☐ 影響がほとんどない

⑤

☐ 類似の事業はない

■ 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

☐ 類似の事業があり、統合又は連携できる

⑥

■ 削減できない

☐ 削減できる

⑦

☐ 削減できない

■ 削減できる

⑧

☐ 公平・公正である

■ 見直す必要がある　

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ＞（組織決定） ≫

継続 やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合 休止 廃止

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価）

継続 やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合 休止 廃止

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振り返り　＜SEE＞

Ａ
目
的
妥
当
性

市の情報をラジオにより広く告知することで、行政の活動内容が明ら
かになるので、施策体系と結びついている。

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

B

有
効
性

成果指標を放送回数としているため、これ以上放送回数を増やすこ
とはできないことから成果の向上余地はなしとなる。
※ラジオ番組の聴取率を把握できれば成果指標として設定でき、向
上余地があるとなる。

霧島市の番組を持つことで確実に霧島市の情報を電波で伝えるこ
とができるが、放送なくなれば広報誌、ホームページのみになってし
まい、ホームページを見ない方には迅速な情報提供ができなくなる
。また、緊急時におけるＦＭきりしまへの割り込み放送ができなくなり
、災害情報等の伝達に影響が出る。

類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務
事業はありませんか？（市以外の主体が実施するものを含む。）

類似事業がある場
合の事務事業名等

広報きりしま発行事務事業
ホームページ管理運営事業

ラジオで告知する情報については、広報誌等の取材における情報
等をもとに放送原稿を作成するなどして連携して対応している。

C

効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

ＭＢＣラジオについては週１回の放送費用が決まっているため、削
減するとなければ放送委託を中止することになるため削減できない
。ＦＭきりしまについては平成２５年度に開局したばかりであり、安定
的な放送体制を支援するためにも当面は現状のままが望ましい。

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減で
きませんか？
・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

職員の業務は放送会社との契約及び支払事務と、放送原稿の作成
である。原稿については、ＭＢＣやＦＭきりしまの放送原稿を効率的
に作成するために、情報の整理を行い、共有化していくことで放送
原稿の作成時間を短縮できる。

D

公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？また、受益
者負担の公平性が確保されていますか？ ＭＢＣラジオは市内全域で聴取できるが、ＦＭきりしまは中山間地域

では電波が届かず聞けない。スマートフォンのアプリで聞くことがで
きるが、アプリを使う方は年齢構成的にも偏りが見られるものと考え
られる。このため、市内全域で聞けるように改善が望まれる。

【参考】前年度の改革改善の方向性≪

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成26年度の改
革改善の内容

①原稿作成をより効率的に行うために、秘書広報課内に情報データベースを設ける。
②ラジオ放送の放送日及び時間を広報誌に掲載する。
③職員が積極的に情報発信を行うよう周知を行う（広報きりしまにお知らせ掲載する際はＦＭにも周知することとする）
④ＦＭきりしまの難聴地域を改善するための対策について関係課で検討を行う。

（３）平成27年度の方
向性・取組目標

引き続き、実施する。
ＦＭきりしまの難聴地域を解消できるよう関係課と連携して取り組む。

（１）事務事業の改革
改善方向性



07030102 ラジオ広報事業
担当部 総務部

担当課 秘書広報課

９．コストの推移

（単位：千円）

1

2

3

4

7

8

9

10

11 0 0 0

12 0 0 0

13 4,389 5,085 4,012

14 使用料及び賃借料

15

16

17 公有財産購入費

18

19 負担金補助及び交付金

20

21

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子及び割引料

24 投資及び出資金

25

26

27

28

4,389 5,085 4,012

0 0

0 0

0 0

0 0

4,389 5,085 4,012

計 4,389 5,085 4,012

補助率
国

県

特定財源内訳

当初予算 4,652 区分 名称 金額

補正予算 0

補正回数　１　回

補正回数　２　回

補正回数　３　回

補正回数　４　回

補正回数　５　回

補正回数　６　回

補正回数　７　回

補正回数　８　回

流用・充用

予算合計 4,652 合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成25年度　（決算） 平成26年度　（当初予算） 平成27年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 料 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

扶 助 費

貸 付 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

補 助 基 本 額

平成25年度補正・流用状況



事務事業評価表
１．基本情報

07030104 事務事業名 広報きりしま発行事業
担当部 総務部

担当課 秘書広報課

07 政策名 07 新たな行政経営によるまちづくり グループ 広報広聴グループ

### 施策名 03 市民と行政による情報の相互活用 電話番号 64-0955

### 基本事業名 01 行政情報の共有 内線番号 1611

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ Ｓ 26 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 05 広報広聴費 根拠法令・条例等 なし

事務の区分 自治事務（法令で義務付けられていない事務） 関連計画

事務種別 一般事務 裁量区分 裁量性 強 評価区分 標準評価 評価対象 １次評価

単位
（実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

年間発行回数（上旬号１２回、お知らせ版１０回） 回 22 22 22 22 22

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象 ③ 対象指標
単位

　（誰、何を対象にしているのか） 　（左記②対象の大きさを表す指標） （実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

市民 市内の対象世帯 世帯 54,512 54,968 55,322 56,518 56,987

 ④ 意図 ⑤ 成果指標
単位

　（②対象をどうしたいのか） 　（左記④意図の達成度を表す指標） （実績） （実績） （実績） （目標） （目標）

市の情報を市民に知ってもらう 広報誌を読んでいる人の割合 ％ 81.0 84.3 82.3 84.0 85.0

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図 ⑦ 基本事業の成果指標
単位

　（さらにどのような成果に結びつくのか） 　（左記⑥意図の達成度を表す指標） （実績） （実績） （実績） （目標） （目標）

行政の活動内容が明らかになる ％ 62.6 63.5 65.1 67.5 69.5

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0

その他 千円 5,795 5,526 5,742 5,722

一般財源 千円 27,103 28,087 28,096 27,558

千円 0 32,898 33,613 33,838 33,280

正規職員 人

臨時職員 人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 32,898 33,613 33,838 33,280

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成 25年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

毎月２回発行。
○カラー版（毎月１回上旬に発行）＝市政方針、計画に基づいた特集、歴史や自然、風土を取り入れた記事、健康情報や子育て支援、環境対策、
環霧・湾奥情報などを掲載している。読者のコーナーでは市民の意見などを掲載し、霧島市をPRする絵はがきや市内店舗で利用できるクーポン券
を添付し、手にとってもらえる広報誌を目指している。
○お知らせ版（４月と１月を除き、毎月下旬に発行、２色刷り）＝行政、各種団体からのお知らせ、出生・死亡の案内、保健情報などを掲載している。
【発行までの流れ】
①掲載記事について年間計画を作成、②年間計画をもとに編集会議（先月号の反省、次号の編集方針検討）
③編集作業（取材、写真撮影、原稿作成、レイアウト、校正）、④発送（自治会を通じた市民への配布、スーパーや公共施設への配置）

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア
市民に必要な情報提供がなされていると思う
市民の割合

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（決算) （決算) （決算) （計画) （計画)

・市民からは「特集や人の風景、食、図書館情
報など、興味を持って読んでいる。写真が美しく
読みやすい。レベルの高い広報誌に仕上がっ
ている。市外の人も広報誌を楽しみにしている。
」との意見がある。
・「自治会未加入世帯へも郵送してほしい」との
声や、自治会加入促進のために「大型スーパー
等に広報誌を置くのはおかしい」との意見が寄
せられている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

事業費（A）

人
件
費 概算人件費(B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成25年度の実績及び成果

（１）平成25年度の実績（取組） （２）平成25年度の成果

平成２５年度から
・「霧島市PR絵はがき」…霧島市の風景・文化などの写真、直近のイベン
トを掲載
・「使ってトクトククーポン」…市内店舗の割引きが受けられるクーポン券
の２つを新しい取り組みとして実施。

８年連続で県の広報誌コンクールで特選を獲得。全国のコンクールにお
いても毎年入選している。今年度は平成25年9月号が広報誌・広報写真
の部門でそれぞれ入選を果たすなど高い評価を受けている。



07030104 広報きりしま発行事業
総務部

秘書広報課

理　由

① この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

■ 結びついている

☐ 間接的に結びついている

☐ 結びついていない

②

■ 妥当である

☐ 見直す必要がある　

③  成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

☐ 向上する余地はかなりある

■ 向上する余地はある程度ある

☐ 向上する余地はほとんどない

④ 廃止・休止の影響はありませんか？
市民が市の情報を入手する機会が極端に減少する。

■ 影響がある

☐ 影響がほとんどない

⑤

☐ 類似の事業はない

■ 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

☐ 類似の事業があり、統合又は連携できる

⑥

■ 削減できない

☐ 削減できる

⑦

☐ 削減できない

■ 削減できる

⑧

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ＞（組織決定） ≫

継続 やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合 休止 廃止

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価）

継続 やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合 休止 廃止

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振り返り　＜SEE＞

Ａ
目
的
妥
当
性

市の情報を広く市民に伝え、行政の活動内容を知ってもらうための
事務事業であり結びついている。

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

市の概要、事業を市民に伝えることは行政の責務であり、妥当であ
る。

B

有
効
性

２０代の読書率が低いため、若い世代が読みたくなるための工夫が
必要である。

類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務
事業はありませんか？（市以外の主体が実施するものを含む。）

類似事業がある場
合の事務事業名等

ホームページ管理運営事業
ラジオ広報事業　議会だより

取材の情報を共有しながら事務事業を進めている。
また、広報誌のデータを電子書籍化し、ホームページでも読むこと
ができるようにしている。

C

効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

事業費は印刷製本費が主である。デザインコンペ方式を採用し契
約している。印刷費の削減のためにはページ数の削減しかないが、
そのためには４ページ単位で削減することになり、情報量が著しく低
下する。また、特集記事も組めなくなり、読んでもらうためのインパク
トのある紙面づくりができなくなり結果として読書率が低下する。

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減で
きませんか？
・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

地元応援クーポンや広告の掲載募集のための営業活動に相当の
時間を費やしていることから、募集方法等のやり方について検討を
行う。

D

公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？また、受益
者負担の公平性が確保されていますか？

自治会を通じた配付やスーパー・公共施設への配置により、全ての
世帯に広報誌が行きわたるようにしているので、受益機会は公平。
しかし、自治会未加入者でスーパー等まで交通手段がない高齢者
等から送付の要望もあり、自治会加入促進との関係も考慮しながら
対応していく必要がある。

【参考】前年度の改革改善の方向性≪

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成26年度の改
革改善の内容

○若い世代に広報誌を読んでもらうために
・若者掲示板のコーナーをプレゼント紹介の下に移動し、少しでも目に触れやすいよう工夫する。
・広報誌の紙面から動画が見れるようユーチューブとの連携ができないか検討する。
・拡散効果を狙うため公式フェイスブックを開設できないか早急に検討し、広報誌との連動性を高める。
・地元応援クーポンについて、これまでに掲載された事業所等に調査を行い、地元応援クーポンとしての有効性を検証する
。その上で、あらためて掲載募集のチラシを作成し、個別に郵送して募集を行う。
○自治会未加入者への広報誌送付について、共生協働推進課と対応を協議する。

（３）平成27年度の方
向性・取組目標

○合併１０周年を迎えることから、これまでの１０年間を振り返るとともに、これから霧島市がどのように進んでいくのかについ
て、広報誌を通じて市民と協働できる企画に取り組む。

（１）事務事業の改革
改善方向性



07030104 広報きりしま発行事業
担当部 総務部

担当課 秘書広報課

９．コストの推移

（単位：千円）

1

2

3

4

7

8 36 45

9 66 114 138

10

11 33,332 33,370 32,869

59 60 60

33,273 33,310 32,809

12 215 300 210

215 300 210

13

14 使用料及び賃借料 0 10 10

15

16

17 公有財産購入費

18

19 負担金補助及び交付金 0 8 8

20

21

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子及び割引料

24 投資及び出資金

25

26

27

28

33,613 33,838 33,280

0 0

0 0

0 0

5,526 5,742 5,722

28,087 28,096 27,558

計 33,613 33,838 33,280

補助率
国

県

特定財源内訳

当初予算 34,739 区分 名称 金額

補正予算 0 その他 広告掲載料 4,410

補正回数　１　回 その他 雑入 1,116

補正回数　２　回

補正回数　３　回

補正回数　４　回

補正回数　５　回

補正回数　６　回

補正回数　７　回

補正回数　８　回

流用・充用

予算合計 34,739 合　計 5,526

事務事業
コード

事　務
事業名

平成25年度　（決算） 平成26年度　（当初予算） 平成27年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 料 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

扶 助 費

貸 付 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

補 助 基 本 額

平成25年度補正・流用状況



事務事業評価表
１．基本情報

07030105 事務事業名 出前講座事業
担当部 総務部

担当課 秘書広報課

07 政策名 07 新たな行政経営によるまちづくり グループ 広報広聴グループ

### 施策名 03 市民と行政による情報の相互活用 電話番号 64-0955

### 基本事業名 01 行政情報の共有 内線番号 1611

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ 20 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 05 広報広聴費 根拠法令・条例等 霧島市出前講座実施要綱

事務の区分 自治事務（法令で義務付けられていない事務） 関連計画

事務種別 一般事務 裁量区分 裁量性 強 評価区分 標準評価 評価対象 １次評価

単位
（実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

講座数 件 59 64 61 61 61

講座の開催回数（延べ） 回 500 484 444 500 500

講座の開催回数受講者数（延べ） 人 35,489 33,013 28,180 35,000 35,000

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象 ③ 対象指標
単位

　（誰、何を対象にしているのか） 　（左記②対象の大きさを表す指標） （実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

市民 市民の数 人 127,365 127,475 127,283 128,861 129,360

 ④ 意図 ⑤ 成果指標
単位

　（②対象をどうしたいのか） 　（左記④意図の達成度を表す指標） （実績） （実績） （実績） （目標） （目標）

市政に対する理解を深めてもらう 講座内容を理解された市民の割合 ％ 98.4 98.5 98.1 99.0 99.5

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図 ⑦ 基本事業の成果指標
単位

　（さらにどのような成果に結びつくのか） 　（左記⑥意図の達成度を表す指標） （実績） （実績） （実績） （目標） （目標）

行政運営の透明性の確保 市民に必要な情報提供がなされていると思う市民の割合 ％ 62.6 63.5 65.1 67.5 69.5

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0

一般財源 千円 7 7 7 7

千円 0 7 7 7 7

正規職員 人

臨時職員 人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 7 7 7 7

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

講座の開催回数及び延受講者数が前年度より減少している。

平成 25年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

出前講座は市職員等が地域に出向き、市民に市政に対する理解を深めてもらうための講座で、出前講座のメニューは広報誌やホームページ、チラ
シ等で紹介している。
・市民等で構成する10人以上のグループ・団体で申込み、職員等を講師として派遣する。
・出前講座を実施する会場等の予約は主催者で行う。
・出前講座の開催日時は、12月29日から1月3日までの日を除く午前9時から午後9時までのうち2時間。
・開催場所は、霧島市内。
・費用は無料。
　＊秘書広報課は出前講座の総括を担当している。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（決算) （決算) （決算) （計画) （計画)

環境変化としては特にない。
市民からの意見も特に寄せられていない。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

事業費（A）

人
件
費 概算人件費(B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成25年度の実績及び成果

（１）平成25年度の実績（取組） （２）平成25年度の成果

出前講座のメニューを広報誌やホームページ、チラシ等で紹介した。
講座の開催については、市民等から申し込みを受けた講座の担当課に
おいて対応した。
秘書広報課においては、講座の担当課より参加者数等の報告を受け取
りまとめを行った。



07030105 出前講座事業
総務部

秘書広報課

理　由

① この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

■ 結びついている

☐ 間接的に結びついている

☐ 結びついていない

②

■ 妥当である

☐ 見直す必要がある　

③  成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

☐ 向上する余地はかなりある

☐ 向上する余地はある程度ある

■ 向上する余地はほとんどない

④ 廃止・休止の影響はありませんか？
市政に対する理解を深めてもらうこと機会が減少する。

■ 影響がある

☐ 影響がほとんどない

⑤

■ 類似の事業はない

☐ 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

☐ 類似の事業があり、統合又は連携できる

⑥
事業費はチラシ作成等最少限の経費であり、削減の余地はない。

■ 削減できない

☐ 削減できる

⑦

■ 削減できない

☐ 削減できる

⑧

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ＞（組織決定） ≫

継続 やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合 休止 廃止

○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価）

継続 やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合 休止 廃止

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振り返り　＜SEE＞

Ａ
目
的
妥
当
性

市の事務事業・市政について、職員が地域に出向いて説明するも
のであり、それによって市政に対する理解を深めてもらうとともに、行
政の活動内容を明らかにできる。

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

市政に対する理解を深めていただくことは市の役割であり、市職員
が出向いて説明することは妥当である。

B

有
効
性

受講者の方の理解度は高く、成果指標の向上余地はほとんどない
といえる。
ただし、講座受講者が減少しているため、出前講座の利用者を増
やしていく必要がある。

類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務
事業はありませんか？（市以外の主体が実施するものを含む。）

類似事業がある場
合の事務事業名等

市民への説明という点では、各課における市民対象の説明会が考
えられるが、行政側のテーマに沿った説明であり、市民が学びたい
ことを選択できないため、類似の事業はない。

C

効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減で
きませんか？
・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

秘書広報課の業務は、申請された申込書を各課へ回付したり、実
施された出前講座の実績報告書等の取りまとめを行っており、必要
最低限の事務であることから業務時間の削減は難しい。

D

公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？また、受益
者負担の公平性が確保されていますか？

グループ・団体が主催する催しに講師を派遣するものであり、市民
等であれば、誰でも申込できるので、受益機会は公平である。また、
市政に対する理解を深めてもらうための事業なので、すべて無料で
開催しており、受益者負担に関しても公平・公正である。

【参考】前年度の改革改善の方向性≪

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成26年度の改
革改善の内容

平成２５年度の出前講座メニューは6１、このうち、実際に申し込みがあったのは３０講座であることから、市民が聴きたい内
容とかい離している恐れがある。
このため、次の点について検討を行う。
○アンケート調査の自由意見等の分析
○講座メニューの見直しの検討を行う。
○出前講座の周知を行う。

（３）平成27年度の方
向性・取組目標

平成２６年度の検討結果をもとに出前講座のメニューの改善を行い、講座利用率の向上及び講座利用者数の向上に取り
組む。

（１）事務事業の改革
改善方向性



07030105 出前講座事業
担当部 総務部

担当課 秘書広報課

９．コストの推移

（単位：千円）

1

2

3

4

7

8

9

10

11 7 7 7

7 7 7

12 0 0 0

13

14 使用料及び賃借料

15

16

17 公有財産購入費

18

19 負担金補助及び交付金

20

21

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子及び割引料

24 投資及び出資金

25

26

27

28

7 7 7

0 0

0 0

0 0

0 0

7 7 7

計 7 7 7

補助率
国

県

特定財源内訳

当初予算 7 区分 名称 金額

補正予算 0

補正回数　１　回

補正回数　２　回

補正回数　３　回

補正回数　４　回

補正回数　５　回

補正回数　６　回

補正回数　７　回

補正回数　８　回

流用・充用

予算合計 7 合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成25年度　（決算） 平成26年度　（当初予算） 平成27年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 料 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

扶 助 費

貸 付 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

補 助 基 本 額

平成25年度補正・流用状況



事務事業評価表
１．基本情報

07030103 事務事業名 ホームページ管理運営事業
担当部 総務部

担当課 秘書広報課

07 政策名 07 新たな行政経営によるまちづくり グループ 広報広聴グループ

### 施策名 03 市民と行政による情報の相互活用 電話番号 64-0955

### 基本事業名 01 行政情報の共有 内線番号 1611

会計 一般会計 ☐ 単年度のみ

款 02 総務費 ■ H 18 年度～）

項 01 総務管理費 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 05 広報広聴費 根拠法令・条例等 なし

事務の区分 自治事務（法令で義務付けられていない事務） 関連計画

事務種別 一般事務 裁量区分 裁量性 強 評価区分 標準評価 評価対象 １次評価

単位
（実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

ページ数 ページ 1,864 2,238 2,571 2,925 3,279

ホームページ作成研修回数 回 2 2 2 2 2

ホームページ作成研修参加者数 人 50 50 33 50 50

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象 ③ 対象指標
単位

　（誰、何を対象にしているのか） 　（左記②対象の大きさを表す指標） （実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

市民 市民の数 人 127,365 127,475 127,283 128,861 129,360

国民 （市民の数のみを掲載） 千人

 ④ 意図 ⑤ 成果指標
単位

　（②対象をどうしたいのか） 　（左記④意図の達成度を表す指標） （実績） （実績） （実績） （目標） （目標）

市政情報を知ってもらう 件 39,604 38,535 35,709 40,000 40,000

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図 ⑦ 基本事業の成果指標
単位

　（さらにどのような成果に結びつくのか） 　（左記⑥意図の達成度を表す指標） （実績） （実績） （実績） （目標） （目標）

行政の活動内容が明らかになる ％ 62.6 63.5 65.1 67.5 69.5

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0

その他 千円 987 987 1,016 1,016

一般財源 千円 0 0 0 0

千円 0 987 987 1,016 1,016

正規職員 人

臨時職員 人

千円 0 0 0 0 0

千円 0 987 987 1,016 1,016

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

・ホームページ担当職員研修会の実施

平成 25年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

　市の行政情報を迅速、的確、効果的に提供するため、霧島市ホームページの管理運用を行う。
【具体的な手順】
①新規掲載、更新のページを各担当課が作成・決裁し、総合管理者（秘書広報課）にホームページ掲載承認を依頼する。
②秘書広報課でページを確認し、ホームページに掲載する。
③その他、広報誌の電子版やイベントカレンダー、バナー広告の掲載を秘書広報課で行う。
【その他】
各課のホームページ管理担当者を対象に、ホームページ作成操作研修を実施する。

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア アクセス件数(トップページ)

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

ア
市民に必要な情報提供がなされている
と思う市民の割合

イ

ウ

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

（決算) （決算) （決算) （計画) （計画)

・スマートフォンの普及により、スマートフォンか
らホームページを見ることができるようになった。
・フェイスブックやラインの普及に伴い、自治体
のホームページをフェイスブックやラインに移行
する自治体が増えてきている。
・平成23年度にホームページの外国語の自動
翻訳ソフトを導入したが、誤訳が多いとの指摘が
ある。
・ホームページの情報が古いと市民や地域審議
会委員から苦情が寄せられている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

事業費（A）

人
件
費 概算人件費(B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成25年度の実績及び成果

（１）平成25年度の実績（取組） （２）平成25年度の成果

ホームページ担当者研修で情報更新を迅速に行うように依頼したが、課
によっては情報更新の遅れが目立つ。



07030103 ホームページ管理運営事業
総務部

秘書広報課

理　由

① この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

■ 結びついている

☐ 間接的に結びついている

☐ 結びついていない

②

■ 妥当である

☐ 見直す必要がある　

③  成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

☐ 向上する余地はかなりある

■ 向上する余地はある程度ある

☐ 向上する余地はほとんどない

④ 廃止・休止の影響はありませんか？

■ 影響がある

☐ 影響がほとんどない

⑤

☐ 類似の事業はない 広報誌等の取材や情報提供資料を共有することで連携している。

■ 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

☐ 類似の事業があり、統合又は連携できる

⑥

■ 削減できない

☐ 削減できる

⑦

☐ 削減できない

■ 削減できる

⑧

■ 公平・公正である

☐ 見直す必要がある　

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ＞（組織決定） ≫

継続 やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合 休止 廃止

○ ○ ○

・平成２６年度の調査結果を踏まえて対応する。

８．２次評価結果　（担当部長評価）

継続 やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合 休止 廃止

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

担 当 部

担 当 課

６．振り返り　＜SEE＞

Ａ
目
的
妥
当
性

市ホームページから市の情報を入手できることは、行政の活動内容
が明らかになることに結びつく。

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

市が市政情報を提供することは市の役割であり、市民に知らせる責
務があることから妥当である。

B

有
効
性

平成24年度からツイッターを導入し、市に関する情報発信手段を拡
充し、市政情報に触れる機会を増やしている。
また、フェイスブックやラインの普及に伴い、自治体のホームページ
をフェイスブックやラインに移行する自治体が増えてきていることか
ら本市においても開設することで向上する余地がある。
さらに、ユーチューブ動画による情報発信について広報きりしまと連
動して発信できないか検討する。

市の情報を入手する機会が減少したり、議会中継ができなくなる。
必要な申請様式をダウンロードできなくなったりするなど、市民生活
に影響が出る。

類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務
事業はありませんか？（市以外の主体が実施するものを含む。）

類似事業がある場
合の事務事業名等

広報きりしま発行事務事業
テレビ・ラジオ広報業務

C

効
率
性

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

事業費はホームページを維持管理していくために必要な最低限の
経費（ソフトウェアの保守管理費・ホームページ操作の研修委託費）
であり、これ以上の削減余地はない。

・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減で
きませんか？
・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

ホームページ作成システムにより各課で作成し、秘書広報課で確認
して公開する流れになっているが、迅速に公開するために担当課で
作成し担当課長が承認すれば公開できるシステムになれば秘書広
報課の管理業務も大幅に削減でき、また情報もより迅速に提供でき
る。

D

公
平
性

事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？また、受益
者負担の公平性が確保されていますか？

市ホームページはすべての人に公開していることから、受益機会は
公平。また、市の情報を広く提供する事業なので、受益者負担を求
めるものではない。

【参考】前年度の改革改善の方向性≪

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成26年度の改
革改善の内容

・ホームページをフェイスブックやラインで開設している自治体の調査を行い、本市においてどのように対応するか検討する
。
・ホームページ作成システムの見直しができないか検討する。

（３）平成27年度の方
向性・取組目標

（１）事務事業の改革
改善方向性



07030103 ホームページ管理運営事業
担当部 総務部

担当課 秘書広報課

９．コストの推移

（単位：千円）

1

2

3

4

7

8

9

10

11 0 0 0

12 0 0 0

13 987 1,016 1,016

14 使用料及び賃借料

15

16

17 公有財産購入費

18

19 負担金補助及び交付金

20

21

22 補償補填及び賠償金

23 償還金利子及び割引料

24 投資及び出資金

25

26

27

28

987 1,016 1,016

0 0

0 0

0 0

987 1,016 1,016

計 987 1,016 1,016

補助率
国

県

特定財源内訳

当初予算 987 区分 名称 金額

補正予算 0 その他 広告掲載料 987

補正回数　１　回

補正回数　２　回

補正回数　３　回

補正回数　４　回

補正回数　５　回

補正回数　６　回

補正回数　７　回

補正回数　８　回

流用・充用

予算合計 987 合　計 987

事務事業
コード

事　務
事業名

平成25年度　（決算） 平成26年度　（当初予算） 平成27年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 料 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

扶 助 費

貸 付 金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

補 助 基 本 額

平成25年度補正・流用状況
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